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～ 調 査 の 概 要 ～ 

 調査名  ：「県内企業動向調査」 

 調査時期  ：８月５日～27日 

 調査対象先数 ：1,552社 

 有効回答数 ： 691社（有効回答率 45％） 

 うち製造業 ： 320社（有効回答数の構成比 46％） 

 うち建設業  ： 108社（   〃  16％） 

 うち非製造業 ： 263社（   〃  38％） 

～しがぎん県内企業動向調査（定例項目）～ 

２００９年９月 

 

 

 
  

 

自社の業況判断 DI…２年３カ月ぶりに良化 

①全体の動向（図１） 

現在の自社業況判断 DI（業況が「良い」と答えた企業の割合から「悪い」と答えた企業の割合

を引いた値）は－58となり、前回（４－６月期）の－65から７ポイント良化し、今までの下落傾

向から２年３カ月ぶりに上昇に転じた。前回調査における今期の見通しは－62であったが、今回

の調査ではその見通しを４ポイント上回っている。３カ月後についても＋11ポイントの－47と２

期連続で良化する見通し。 

②業種別の動向（図１） 

電気機械＋48 ポイント（－86→－38）、一般機械＋36 ポイント（－88→－52）、金属製品＋23

ポイント（－83→－60）などが大幅に良化したことから、製造業が－57 と前回に比べ 18 ポイン

トの大幅な良化、非製造業は－55と横ばい、建設業は９ポイント悪化の－68となり、業種ごとに

大きな違いがみられる。 

３カ月後の業況判断 DIは、製造業が－45、非製造業が－43と、ともに 12ポイントの大幅良化、

建設業も４ポイント良化の－64 で、全体は 11 ポイント良化の－47 となる見通し。県内景気は、

ウェイトの高い製造業がけん引役となり、底打ちから反転し回復の兆しがみられる。ただし、業

況判断 DIの水準は依然、極めて低く、仕入価格の上昇や販売価格の下落が続くようなら企業収益

の圧迫につながり、今後景況感が再び下振れする可能性もある。 

今回の調査によると、現在の業況判断 DIは－58となり、前回調査（４－６月期）の－65から７

ポイント良化し、今までの下落傾向から２年３カ月ぶりに上昇に転じた。また、前回調査における

今期の見通しは－62であったが、今回の調査ではその見通しを４ポイント上回っている。業種別に

見ると、電気機械や一般機械、金属製品などが大幅に上昇したことから、製造業は－57と前回に比

べ 18 ポイントの大幅な良化、非製造業は－55と横ばい、建設業は９ポイント悪化の－68となり、

業種ごとに大きな違いがみられる。 

３カ月後の業況判断 DIは、製造業が－45、非製造業が－43と、ともに 12ポイントの大幅良化、

建設業も４ポイント良化の－64で、全体は 11ポイント良化の－47となる見通し。県内景気は、ウ

ェイトの高い製造業がけん引役となり、底打ちから反転し回復の兆しがみられる。ただし、業況判

断 DI の水準は依然、極めて低く、仕入価格の上昇や販売価格の下落が続くようなら企業収益の圧

迫につながり、今後景況感が再び下振れする可能性もある。 

～７－９月期の実績見込みと 10－12月期の見通し～ 

景況感は底打ちから回復の兆し 
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図１　自社の業況判断ＤＩの推移
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③地域別の動向（図２） 

 当期（７－９月期）の業況判断 DI は、湖南地域（－67→－51）と東近江地域（－66→－50）が

＋16 ポイントと大幅良化、湖東地域（－61→－59）、湖北地域（－74→－72）が＋２ポイントと

４地域で良化した。一方、甲賀地域（－67）は横ばい、大津地域（－58→－59）と湖西地域（－

52→－53）が１ポイント悪化となった。地域により若干差はあるものの、依然として、すべての

地域で－50 以下となる非常に厳しい状態が続いている。 

来期（10－12 月期）の業況判断 DI は、湖北地域が＋26 ポイント、大津地域が＋18 ポイント、

湖東地域が＋17ポイント、甲賀地域が＋14ポイントと大幅な良化となるなど、湖南地域（－４ポ

イント）を除くすべての地域で良化し、全体では＋11ポイントの良化となる見通し。 

図２　自社の業況判断ＤＩの推移（地域別）
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売上 DI…製造業のみ改善 

 

①全体の動向（図３） 

当期の売上 DI（前年同期と比べて「増加」と回答した企業の割合から「減少」と回答した割合

を引いた値）は－61 とほぼ横ばい（前回：－62）であった。３カ月後は＋14 ポイントの－47 と

なり、売上状況は若干改善する見通し。 

②業種別の動向（図３） 

製造業は－66 であったが前回より８ポイント良化、建設業は 11 ポイント悪化の－64、非製造

業は３ポイント悪化の－54 となり、製造業のみ改善した。３カ月後は、製造業が＋17ポイント（－

66→－49）、建設業が＋３ポイント（－64→－61）、非製造業が＋17ポイント（－54→－37）とす

べての業種で良化する見通し。 

図３　 売上ＤＩの推移
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経常利益 DI…製造業と非製造業で良化 

 

①全体の動向（図４） 

当期の経常利益の状況は、前年同期と比べて「増加」と回答した企業の割合（13％）から「減

少」と回答した割合（67％）を引いた経常利益 DI は－54 となった。前回（－57）から３ポイン

ト良化し、08 年１－３月期以来 1年６カ月ぶりに上昇に転じた。来期については＋８ポイントの

－46で、さらに良化する見通し。 

②業種別の動向（図４） 

 業種別にみると、製造業が＋７ポイント（－69→－62）、非製造業が＋３ポイント（－47→－44）

でともに良化したが、建設業は－６ポイント（－51→－57）と悪化した。来期については、製造

業は＋14 ポイント（－62→－48）、非製造業も＋８ポイント（－44→－36）と良化するが、建設

業は－６ポイント（－57→－63）と今期に続いて悪化し、水準も全業種中最低となる見通し。 

 

図４　経常利益ＤＩの推移
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仕入価格 DI…１年ぶり上昇 

 

 現在の仕入価格の状況は、「上昇」と回答した企業の割合（12％）から「下落」と回答した企業

の割合（12％）を引いた仕入価格 DI はゼロ（０）で、08 年７－９月期以来１年ぶりに上昇に転

じ、「もちあい」（０）となった（図５）。 

業種別にみると、製造業は＋10 ポイント（－12→－2）、建設業は＋16ポイント（－９→＋７）、

非製造業は＋９ポイント（－９→＋０）とすべての業種で上昇した。原油や原材料価格などが緩

やかに上昇していることが影響していると考えられる。 

 

 

図５　 仕入価格ＤＩの推移
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販売価格 DI…最低水準を３期連続で更新 

 

現在の販売価格の状況は、「上昇」と回答した企業の割合（３％）から「下落」と回答した企業

の割合（37％）を引いた販売価格 DI は－34 で、前回の－32 から２ポイント低下し、本項目の調

査開始（05年７－９月期）以来の最低水準を３期連続で更新した（図６）。 

業種別にみると、製造業は横ばい（－29→－29）、建設業は－８ポイント（－41→－49）、非製

造業は－３ポイント（－32→－35）となった。長引く不況により売上低迷が続き、販売競争が一

段と厳しさを増しているとみられる。 

仕入価格 DI が上昇に転じており、このまま販売価格 DI の低下が続けば、企業収益の圧迫につ

ながることが懸念される。 

 

図６　 販売価格ＤＩの推移
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製・商品の在庫状況 DI…製造業の過大感は依然強い 

 

①全体の動向（図７） 

製・商品の在庫状況は、「過大」と回答した企業の割合（20％）から「不足」と回答した企業の割

合（11％）を引いた在庫状況 DI は＋９で、前期（＋８）から＋１ポイントと、ほぼ横ばい状態と

なっている。来期については－５ポイント（＋９→＋４）となり、在庫水準は改善に向かう見込

み。 

 

②業種別の動向（図７） 

 業種別にみると、製造業は－１ポイント（＋18→＋17）で横ばい状態だが、依然過大感は強い。

建設業は＋３ポイント（－12→－９）、非製造業も＋３ポイント（＋３→＋６）となっている。 

来期については、製造業（＋17→＋12）と非製造業（＋６→＋１）は－５ポイントと過大感は改

善に向かい、建設業は－２ポイント（－９→－11）となる見通し。 

 

図７　製・商品の在庫状況ＤＩ（「過大」－「不足」）
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設備投資…実施割合はほぼ横ばい 

 

 当期に設備投資を「実施」した（する）割合は、前期（30％）から－１ポイントの 29％となっ

た（図８）。業種別に「実施」した（する）割合をみると、製造業は＋１ポイント（30％→31％）、

建設業は 21％で横ばい、非製造業は－３ポイント（33％→30％）となり、非製造業のみ低下した。 

 当期の設備投資「実施」企業の主な投資内容は、「生産・営業用設備の更新」（42％）が最も多

く、「生産・営業用設備の新規導入」（29％）が続いている（図９）。業種別では、製造業で「生産・

営業用設備の更新」（58％）、建設業と非製造業で「車輌の購入」（順に 48％、38％）が最も多く

なった。 

図８ 設備投資を実施した企業の割合
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図９　設備投資の主な内容(複数回答)
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生産・営業用設備 DI…３期連続の「過剰」超 

 

当期の生産・営業用設備 DI（「過剰」と回答した企業の割合から「不足」と回答した企業の割

合を引いた値）は、09 年１－３月期以来３期連続で＋12となった（図 10）。来期については５ポ

イントのマイナス（＋７）となり、過剰感はやや緩和する見通し。業種別では、製造業が－３ポ

イント（＋23→＋20）と改善したものの、他業種と比べ過剰感は最も強い。 

図10　 生産・営業用設備ＤＩの推移
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人員判断 DI･･･過剰感が一層強まる 

 

当期の人員判断 DI（人員が「過剰」と回答した企業の割合から「不足」と回答した企業の割合

を引いた値）は、全体では－３ポイント（＋22→＋19）となり、過剰感は若干和らいだ（図 11）。

業種別では、製造業は－７ポイント（＋34→＋27）、建設業は－２ポイント（＋24→＋22）、非製

造業は－１ポイント（＋８→＋７）となり、全業種で過剰感は緩和した。しかし製造業と建設業

では依然＋20を上回る低水準であり、厳しい雇用環境は続いている。 

 来期の人員判断 DI は、全体では－８ポイント（＋19→＋11）となる見通し。業種別では、製造

業は－10ポイント（＋27→＋17）、建設業は－６ポイント（＋22→＋16）、非製造業は－４ポイン

ト（＋７→＋３）となり、過剰感は全業種で緩和する見通し。 

 

図１１　人員判断ＤＩ（「過剰」－「不足」）の推移
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自社の業況回復の時期･･･「2010年１－３月期」が２割超 

 

 業況回復の時期は、｢2010 年４月以降｣とする回答が 50％と最も多くなったが、｢2010年１－３

月期｣とする回答も 22％あった（図 12）。業種別では、特に製造業で「2010年１－３月期」が 27％ 

と他の業種より多かった。 

図１２　自社の業況回復の時期
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業況回復の時期を地域別でみると、｢2010年１－３月期｣とする回答が多かったのが、湖北地域

（37％）、湖西地域（27％）、湖東地域（25％）の順となった（図 13）。 

図13　自社の業況回復の時期（地域別）
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